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① Society 5.0においては、社会全体でのデジタル化の推進が不可欠だが、現状は行政分野がボトルネックとなり、国全体の生産性向上を阻害

② 行政分野のBPRと電子化は新しい国づくりに向けた重要課題であり、その基盤となるマイナンバー制度の活用・拡充が不可欠

③ マイナンバー制度の開始や「官民データ活用推進基本法」の公布・施行等の要件が整いつつあるなか、国民に支持される電子政府の構築を求め提言

1. はじめに

① 政府CIOの設置以降、行政情報システム改革の推進やマイナンバー制度の導入が実現しており大いに評価

② 電子化推進の目的には、わが国の経済社会、国民生活の活性化を図り、国際競争力強化に結びつける視点が重要

③ 政府においては、行政手続の電子化に向けて「デジタルファースト」「コネクテッド・ワンストップ」「ワンスオンリー」の実現を打ち出している

④ こうした原則に基づき、利用者目線でビジネス環境の整備に取り組むとともに、国民に支持される電子政府を構築することが重要

2. 行政の電子化をめぐる状況

3. 新たな電子政府の構築に向けて必要な視点

(1) マイナンバー制度の積極活用

(2) 直面している課題

① 電子化の効果を引き出す前提となる本質的なBPRが不十分

② 各省毎の取組みによる全体最適の欠如

③ 国と地方の連携不足

④ 行政内部で一元的に電子政府を企画・立案・実装する専門人材の不足

⑤ ユーザビリティ・アクセシビリティの視点の不足（全ての国民にとっての使いやすさ）

⑥ 技術革新を踏まえた規制改革の実績不足

(1) 国民に支持される電子政府構築のためのトップダウンの体制整備
提言① 総理（官邸）の強いリーダーシップに基づくトップダウンでの推進

提言② 電子政府戦略の立案・実行体制の強化、人材の育成・確保（②-1 戦略立案・実行体制の強化 ②-2 人材の育成・確保）

提言③ 官民データ活用推進基本法の着実な推進・拡充（③-1 紙から電子への原則転換の法制化 ③-2 基本法に基づく業務改革と電子化の義務付け）

(2) マイナンバー制度の積極活用
提言④ 国民生活の質的向上のためのマイナンバー制度の見直し等

（④-1 マイナンバーの利用範囲の拡大 ④-2 特定個人情報取扱規制の見直し ④-3 情報連携基盤の対象範囲の拡大

④-4 マイナンバーカード（JPKI機能を含む）の利活用促進 ④-5 マイナポータルの利便性向上 ④-6 法人番号の活用）

(3) 国・地方自治体の一体改革
提言⑤ 国・地方を通じたBPRの徹底（規制・行政手続コストの削減等）

提言⑥ 行政情報システムのさらなる見直し・統合、セキュリティ対策の強化（⑥-1 システム改革の推進 ⑥-2 セキュリティ対策の強化）

提言⑦ 地方における電子化促進支援の拡充

(4) 世界を先導する電子政府の実現
提言⑧ ビジネス機会の提供

提言⑨ 国際連携への取組み

提言⑩ 電子政府に関する国民理解の促進

5. 電子政府構築に必要な施策(10の提言)

① 生産性革命を実現するため、ICTの利活用を梃子とした行政改革に取り組み、既存の制度・業務フロー・慣行等を抜本的に見直すことが重要。

② 国家機関の全体最適の観点から法令全般を俯瞰した制度設計が求められる。行政・司法・立法が一体で電子化を推進し、国全体としてのガバナンス
機能の強化や生産性革命の実現に取り組むべき。

③ Society 5.0 時代の国民に支持される行政に向け、政府横断かつ国・地方を通じた電子政府の構築に着実に取り組むべき。

6. おわりに

一般社団法人

4. 国民に支持される電子政府の構築に向けた達成目標
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